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▼ 助言業務協定・締結先一覧

地方創生元年「沖縄らしい優しい社会の構築」に向けた取組を推進

駐留軍用地跡地利用の推進に向けた地方公共団体の取組を支援
～北中城村と助言業務に関する協定を締結～

北中城村が実施する地域開発プロジェクトに対し、沖縄公庫の専担部署が構想・企画段
階から助言することを目的に助言業務協定を締結（平成26年12月）しました。
協定締結を契機として、「北中城村アワセ土地区画整理事業」が本格化する同村におけ
る「多目的アリーナ施設整備」などのまちづくりに関する様々な施策展開に対し、公庫が
持つ金融のノウハウなどを活かした助言・情報提供等で支援していきます。

関係団体との取組

　2015年は「地方創生」元年。政府においては、昨年末の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」により、地方における安定し
た雇用の創出と地方への新しいひとの流れをつくるなど好循環の形成を後押しする政策パッケージをまとめ、今年の6月
には、まち・ひと・しごと創生基本方針2015を示し、地方創生を深化する環境整備を進めています。また、沖縄県及び県内
市町村においても、国の総合戦略を踏まえつつ、「地方版総合戦略」策定の取組が始まっているところです。
　沖縄公庫は、設立以来、本県唯一の総合政策金融機関として良質な資金の提供等の総合力を発揮し、本県経済の振興
及び社会の開発に積極的に取り組んできました。平成19年度には地域の課題解決に向けた組織横断的な専担部署とし
て、地域プロジェクト振興班（現地域振興班、P24参照）を新設。同班は公民連携プロジェクト（PPP、PFI等）の事業性を高
めるために、「ファイナンス機能」のみならず「コンサルティング機能」、「コーディネート機能」等のトータルソリューションを
提供する活動を展開しています。更に、市町村との「助言業務協定」締結等により地域プロジェクトの構想・企画段階から
積極的に参画し、より豊かで特色あるサステナブルな地域社会を築く取組を市町村と一体となって推進しています。
　引き続き、組織一丸となってこれまで培った県経済に対する知見や長期金融のノウハウ、そして当公庫が有する政府関
係機関を含めた幅広いネットワークを活かし、国や県等の重点施策と一体となって沖縄振興に貢献します。

締結年月日 協　定　先 協　定　名 協定タイプ

平成19年 5月14日 北　谷　町 北谷町地域開発プロジェクト助言
業務に関する協定書 大規模駐留軍用地跡地の利用促進支援型

平成23年10月18日
八重山３市町

（石垣市・竹富町・与那国町）
八重山地域の振興に係る助言業務
に関する協定書 沖縄離島振興支援型

平成26年 5月26日 宮古２市村
（宮古島市・多良間村）

宮古地域の振興に係る助言業務に
関する協定書 沖縄離島振興支援型

平成26年12月10日 北 中 城 村 北中城村地域開発プロジェクト助
言業務に関する協定書 大規模駐留軍用地跡地の利用促進支援型

　沖縄公庫では、沖縄振興に寄与する地域プロジェクトを推進するため、PPP、PFI等の公民連携プロジェクトや基
幹交通、流通基盤施設の整備等の個別プロジェクト等に対し、構想・企画段階から助言や調整を行い、出・融資機能を
活用して、産業の振興と地域の発展を支援しています。

沖縄振興計画等と連携して、産業の振興と地域の発展を支援

沖縄科学技術大学院大学の宿舎整備事業に対する取組を支援
～OKINAWA SCIENTISTS VILLAGE株式会社（恩納村）～

当社は、沖縄科学技術大学院大学（平成24年9月開学）の教員・学生等向けの宿
舎運営を事業目的として設立され、宿舎は工期を三期に分けて平成27年10月
までに全施設（208戸）が整備される予定となっております。

沖縄公庫は、平成24年8月に当社による宿舎整備事業に対して、地元行と協調
し、プロジェクトファイナンスの手法を用いて融資を実行しました。

同大学は、沖縄振興計画に掲げる「知的・産業クラスターの形成」、「知の交流拠
点の形成」に向けて、幅広い領域の優れた研究者等の集積、国際研究ネットワー
クの構築に寄与する重要な施設であることから、宿舎整備により、同大学の教育
研究環境の整備、ひいては沖縄県における産業の振興開発に資することが期待
されます。

公民連携プロジェクト推進の支援事例

　沖縄科学技術大学院大学全景（沖縄科学技術大学院大学より提供）

宿舎

ハンビー、美浜アメリカンビレッジ、フィッシャリーナ地区など画期的
なまちづくりに取り組んでいる北谷町。その背景にあるものは。

神山副町長　沖縄戦で各地の収容所に集められた住民は、やがて元
の居住地に帰ることを許されるのですが、北谷の場合、他の地域より
大分遅れて、終戦の翌年の10月でした。すでに平坦地は占領されて
いて、当時の行政の幹部の皆さんは町の将来に非常な危機感をいだ
き、事あるごとに返還の要望を出してきました。復帰前後には議会、町
執行部、軍用地主会の三者で、返還要請をして、まちづくりを進めて
いく、という方向性を出しています。着実に返還を実現し、まちづくり
を一つひとつ積み重ねて今日に至っています。
　なぜ、返還を求めていったかというと、戦前は第一次産業が主産業
でしたが、戦後の勤労形態は軍作業が中心でした。北谷町の歴史は、
そのような軍や軍の施設に依存したいびつな経済を、本来の健全な
経済に戻していこう、とする歩みでもあります。

100億近い投資が北谷町で行われている。軍用地跡地の再開発に
伴う、具体的な経済効果について。

神山副町長　まず、国体道路（県道23号）沿いの区画整理事業、宮
城・砂辺の埋め立て事業等を実施し、さらに昭和56年に返還された
ハンビー飛行場の跡地利用を町主導で行い、区画整理事業が一段
落した平成７年ごろから人口が急激に伸びていきました。
　ハンビーは国道58号に面しているということもあり、商業地として
伸びていったのですが、まず、軍用地料と返還後の土地の固定資産
税で評価するとほぼ70倍で、その結果、税収が増えました。経済波
及効果については、区画整理事業で投資したお金と、その後ここにど
れだけの民間活力が入ってきたか、ということをスパンで比較しまし
た。軍用地では限られた税収や収入（軍用地料）しか入ってきません

が、跡地開発によ
り雇用の機会が
拡がり、大型商業
施設等の購買人
口が誘発する経
済効果等、いろい
ろな展望が開ける
地域になったわけ
です。

近隣に大きな商業施設ができた。インバウンドを含め観光客も増え
ているが、今後の展開について。

神山副町長　沖縄は離島県
で、キャパが決まっています。北
谷だけでも今後予定されてい
る返還用地がたくさんあります
が、その跡地利用を従来通りの
開発手法で推し進めることにつ
いて、既に限界に達しているも
のと感じています。いろいろ話し合っているところですが、やはり北谷
の特性を生かしたまちづくりをしなければなりません。北谷には海が
あり、宿泊施設も運動施設もあります。これらを生かしたスポーツ・コ
ンベンションに力を入れていきたいと考えています。そういった北谷な
らではの魅力を発信していって、観光客の皆さんにも利用していただ
けるよう、また訪れた方がリラックスできるような、落ち着いた環境づ
くりに目下、取り組んでいます。　
　今後返還される予定の桑江南地区については、ここ（北谷）に来た
ら自分の将来の夢がかなう、というような人材育成を中心とした開発
をしていきたいと考えています。

平成19年5月に沖縄公庫と助言業務協定を締結。今後、公庫に期
待することは？

神山副町長　アメリカンビレッジの企業誘致の際に、バブル崩壊後
のことで、企業では資金調達がネックになっていました。そこでマクロ
的な視点で沖縄の経済動向を把握されている公庫さんに進出企業
への支援要請等をしたことから歯車が少しずつ動き出しました。具体
的には、公庫さんの中部支店や本店に日参しました。その甲斐あっ
て、公庫さんと市中銀行との協調融資という形が組成され、これが
きっかけで企業進出に弾みがつきました。フィッシャリーナ地区の埋
立竣工を見据えた相談に際し、助言協定の話しが出て、大変心強く
思いました。同地区にアクティブシニア層やインバウンド需要を取り
込むべく世界ブランドのホテルを誘致したい町のビジョンに対し、公
庫さんから積極的かつ的確な助言や支援があって、ビジョンに沿った
ランドマークが実現し感謝しています。
　まちづくりは一朝一夕にできるものではなく、さまざまな計画の下
にできていて、常に修正が必要になってきます。行政マンとして私たち
が考えていることが実現可能かどうか、また、沖縄の方向性について
も助言いただきたいと思っています。ぜひ大所高所かつ経済的視点
から、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。　

まちづくりの原点は、基地依存からの脱却

北谷町　神山正勝 副町長
県下でもいち早く特色あるまちづくりに取り組んできた北谷町。神
山副町長は、昭和57年8月に北谷町採用。採用時から数々のまち
づくりプロジェクトに従事。先達が描いた方向性を礎に経済や社会
環境の変化にも柔軟に対応しつつまちづくりを推進。沖縄公庫は
北谷町が取り組むまちづくりに積極的に参画し、沖縄公庫と北谷
町はその連携実績を踏まえたパートナーシップを以て「助言業務
協定（第1号）」を締結（P26図表）。

画像提供：琉球新報社

数々のまちづくりプロジェクトへの取組から、
先駆的な「まち・ひと・しごと」の好循環を確立
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